


















































































































































（ 7 ）　名古屋地判平25. 10. 25金判1443号46頁。
186　　早法 91 巻 3 号（2016）
めに必要な事情も明らかにされていないことなどを指摘して、郵便法 8























































の秘密」には該当しない、（ 2 ）郵便法 8 条 2 項の「郵便物に関して知り
得た他人の秘密」には該当する、（ 3 ）プライバシーに基づく守秘義務は
（ 8 ）　民集35巻 3 号620頁。
（ 9 ）　中原利明・金法1812号65頁。
（10）　判時2105号11頁。
188　　早法 91 巻 3 号（2016）




















































も、郵便法 8 条 1 項の「信書の秘密」にも該当しないとするものの、同情





































































































　本件で、原告 X は、X の実母である A が平成23年まで代表取締役を務
めていた B 社に平成19年から平成23年まで在籍していた。一方、被告税
理士 Y は C 税理士法人の代表社員であり、B 社の顧問税理士を務めてい
たとともに、X から確定申告手続きの依頼を受け、X の確定申告書を作







































































































































































































































































（20）　中原・前掲注（ 9 ）65頁、亀井洋一・NBL868号 8 頁。
（21）　たとえば飯畑・前掲注（14）200頁以下。


































































































































































































「弁護士法23条の 2 所定の照会も、上記の民訴法151条 1 項 6 号に基づくも
（32）　岡本雅弘・金法1795号 5 頁。
（33）　判時1962号78頁。














































































確認、（ 2 ）回答の義務付け及び（ 3 ）国家賠償を求めた事例である。同























































































































































































































































































































































































































































































































































































































230　　早法 91 巻 3 号（2016）
報（顧客の氏名、生年月日、住所等の本人を識別する情報、信用取引契約の年
月日、利用金額等の契約内容に関する情報、延滞等、返済や支払状況に関する
情報等）にまで及んでおり（⑮）、その結果、裁判所もその報告を拒絶する
ことに正当事由があると判断している。これについては、そもそも弁護士
会の照会が、あまりに無限定で広いこと自体が失当ではなかったかとも思
われるのであるが、仮にこれらの事項が十分な審査なく照会され、照会先
でも十分な検討なく漫然と回答されたとするなら、その開示行為について
照会先の不法行為が成立したとしてもやむを得ないと思われる。
七　おわりに
　弁護士会照会制度の検討により明らかになるのは、同制度が、きわめて
微妙なバランスの上に成り立っており、弁護士会のみならず、照会先も含
めた当事者の、これを実効化しようとする自主的な協力が、同制度を支え
ているということである。これまでの弁護士会の努力は尊重に値するが、
一方で、ときに報告を求める側の論理が先立ち、それが行き過ぎた場合に
は、かえって、本制度に支障をもたらす可能性を生じさせるという側面も
あるように思われる。ときに損害賠償などの強制力も必要であることは確
かであるが、照会先とのフォーマル・インフォーマルな協力関係を含め、
法的なものに限られない解決の努力も、今後さらに必要とされよう。
